






















































































ことは事実である」（鈴木 2000 26 頁）、「観光産業はやはり労働集約的な人手産業であってハ



















































　国連世界観光機関（United Nations World Tourism Organization： UNWTO）は、毎年各国
の国際旅行者数と国際旅行輸出額について統計を公表している 4。UNWTO ツーリズムハイラ
イト 2019 によると、2018 年の世界の国際旅行者総数は 14 億人で、国際旅行輸出額は、およ
そ 1.7 兆米ドルであった。国際旅行輸出額は、世界の多くの国々で外貨獲得の重要な収入源と
なっており、1.7 兆米ドルは世界の輸出額の 7%、また世界のサービス輸出額の 29% に相当す
る （UNWTO 2019）。
　世界の到着者数ベースの国際旅行者数は、1990 年の約 4.4 億人から 2018 年の 14 億人へと増
加しており、現在に至るまで概ね増加傾向を示している（UNWTO 2019）。2018 年の 14 億人
の国際旅行者数のうち、ヨーロッパ地域への旅行者数が約 6.7 億人、アジア太平洋地域が約 3.6
億人、南北アメリカ地域が約 2.4 億人となっている。特にアジア太平洋地域への旅行者数の増
加が著しく、とりわけ東南アジア諸国への旅行者数が増加している。
　国際旅行受取額は、世界全体で 1.5 兆米ドル、旅行者数に準じてヨーロッパが 5,700 億米ド
ル、アジア太平洋地域が約 4,400 億米ドル、南北アメリカが約 3,300 億米ドルと多くなってい
る。
　ところで、表 1.1 は 2018 年の国際旅行者数および国際旅行受取額の上位 10 カ国をまとめた
ものである。世界の国際旅行者数の 40% を上位 10 カ国で占めており、世界の国際旅行受取額
の約 50% を上位 10 カ国でしめている。また、国際旅行受取額の上位 10 カ国中 8 カ国が旅行
者到着者数の上位 10 カ国に入っている。これは、旅行者数が多いほど旅行受取額も多いこと
を示しているが、一方で二つの特異性が見られる。一つは、旅行者数上位 3 カ国について、旅
行者数では 3 位の米国の旅行受取額が、スペイン、フランスの約 3 倍となっている点である。
もう一つは、国際旅行者収入受取額の 7 位のオーストラリアの旅行者到着者数は約 900 万人、




4 　国際旅行者数（International Tourist Arrivals）は、到着者数ベースの旅行者数である。また、国際旅








法（2007 年施行）を制定するなどの施策を行ってきた。観光庁（2008 年設置）は、2017 年に
「観光の現状等について」で、2016 年の観光交流人口増大の経済効果を次のように述べている
（観光庁 2017 16 頁）。まず定住人口 1 人当たりの年間消費額 124 万円は、旅行者の消費に換算
すると外国人旅行者 8 人分、宿泊国内旅行者 25 人分、日帰り国内旅行者 79 人分に相当すると
試算した。また、旅行消費額は、2016 年の訪日外国人旅行者 2,404 万人が消費した額が、3.7
兆円と推計されているが、一方日本人の国内旅行（宿泊・日帰りを含む）の旅行者数は 6 億
4,108 万人（延べ人数）で、その消費額は 20.9 兆円と推計された。これを 1 人当たりに換算す
ると、訪日外国人旅行者が 153,910 円、国内旅行者が、32,601 円である。訪日外国人旅行者の
1 人当たり消費額は、国内旅行者のそれの約 5 倍の消費が得られたわけである。こうした点か
表 1.1 国際旅行者数（単位：百万人）・国際旅行収入受取額（単位：十億米ドル）
上位国 2018 年
出所： United Nations World Tourism Organization, International 
Tourism Highlights 2019 Edition 9 頁。
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年の世界経済フォーラムは、旅行観光競争力ランキングにおいて、日本が前回の 9 位から 4 位






　日本人の海外旅行者数は 1980 年代から急増し、1990 年に初めて 1,000 万人を超え、1999 年
には 1,700 万人に達した 6。日本人の海外渡航は 1964 年に自由化され、当時ブレトン = ウッズ







　一方、同時期の訪日外国人旅行者数は、微増していたものの 1990 年で 323 万人、1999 年に
444 万人であった 7。図 3.1 は、観光庁が発表している日本人海外旅行者数と訪日外国人旅行
者数の推移をグラフにしたものである。2003 年の日本人海外旅行者数は 2012 年に 1,849 万人、
2018 年には 1,895 万人と過去最高となるも、増減を繰り返している。しかし、訪日外国人旅行
者数は 2009 年と 2011 年を除くと大幅に増加するようになり、2018 年には過去最高の 3,119 万
5 　1971 年に設立された世界経済フォーラム（World Economic Forum）は、官民両セクターの協力を
通じて世界情勢の改善に取り組む国際機関で、毎年スイスのダボスで政界、ビジネス界、および社会に
おけるその他の主要なリーダーと連携し、世界、地域、産業のアジェンダを形成する国際会議を開催し
ている。ダボス会議では、The Travel & Tourism Competitiveness Report を発行している。https://




（2019 年 9 月 4 日）





移をみてみる。2008 年の日本人の実宿泊者数は、約 2 億 9,150 万人から 2018 年には約 3 億 2,500




消費額は、2012 年に約 21.3 兆円、2017 年には約 22.9 兆円であった。さらに、訪日外国人の
消費額は、2012 年の約 0.9 兆円から 2017 年の約 4.1 兆円にまで増加した。両者を合わせると
2017 年の旅行消費額は約 27 兆円となる。観光庁は、これら日本国内における旅行消費額から
その経済波及効果を推計している 8。推計される経済効果は、生産波及効果、付加価値効果、
そして雇用効果の 3 つである。2017 年の経済効果のうち、生産波及効果は、直接効果が 25.8
兆円、さらに 1 次効果を含め 44.7 兆円、2 次効果まで含めると 55.2 兆円と推計されている 9。
次に付加価値効果は、直接効果が 12.9 兆円、1 次効果を含め 21.7 兆円、2 次効果まで含め 27.4
兆円とされている。2017 年の実質国内総生産（GDP）（支出側）が、約 547 兆円であったので、
ツーリズムの生産波及効果はその 10% 以上を占めていたことになる 10。国連世界観光機関の
International Tourism Highlights 2018 年版によると、2017 のツーリズムの直接および間接的
な経済効果は世界の GDP の約 10% に相当すると述べているが、同年の日本のツーリズムによ
る経済効果もほぼ同様の効果を与えていたことになる。雇用効果については、直接効果として
249 万人、1 次効果を含め 389 万人、2 次効果まで含め 472 万人と推計している。また、2017
年 12 月の労働力調査によると、就業者総数 6,542 万人のうち、宿泊業、飲食サービス業の就業
者数が 392 万人とされており、1 次効果までを含めたツーリズムの雇用効果はほぼ同じ雇用を
生み出していると想定される。
8 　観光庁 （2019） 「資料編」 『令和元年度版　観光白書』観光庁 223 頁。









図 3.1 日本人海外旅行者数と訪日外国人旅行者数の推移 2004 年～ 2018 年
図 3.2 日本人旅行者実宿泊者数および外国人旅行者実宿泊者数 2008 年～ 2018 年
出所： 観光庁、2019、「図表Ⅰ -10 訪日外国人旅行者数の推移」、『平成 30 年度観光の状況・令和元年度
観光政策要旨』、10 頁を参照して筆者作成。
注 1　外国人とは、日本国内に住所を有しない者をいう。
出所： 観光庁、（2008 ～ 2019）、「資料編」、『観光白書』の都道府県別の実宿泊者数より筆者が算出作
成。
 8
まで含めると55.2 兆円と推計されている8。次に付加価値効果は、直接効果が12.9 兆円、1 次効果を
含め 21.7 兆円、2 次効果まで含め 27.4 兆円とされている。2017 年の実質国内総生産（GDP）(支出
側)が、約 547 兆円であったので、ツーリズムの生産波及効果はその 10%以上を占めていたことにな

























広がっていくという家計消費活動のことをいう（細野 2010 57頁）。 
9 内閣府経済社会総合研究所 (2019)「国内総生産勘定」内閣府。 
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図 3.3 国内における旅行消費額の推計 2012 年～ 2017 年
図 3.4 訪日外国人旅行者消費額推計と訪日外国人旅行者数の推移 2012 年～ 2018 年
出所： 観光庁、（2008 ～ 2019）、「資料編」、『観光白書』の国際基準による旅行消費額の推計より筆
者が作成。
注 1 左軸は訪日外国人旅行者消費額（単位：兆円）、右軸は訪日外国人旅行者数（千人）
出所：観光庁、2019、「平成 30 年度観光の状況」、『観光白書』、12 頁を参照して筆者作成。
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図3.4 訪日外国人旅行者消費額推計と訪日外国人旅行者数の推移 2012年〜2018年 
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　図 3.4 は、訪日外国人旅行者消費額と訪日外国人旅行者数の 2012 年から 2018 年までの推移
を表したものである。2003 年に「ビジット・ジャパン・キャンペーン」が始まり、年々日本
を訪れる外国人旅行者は増加傾向が続いている。2012 年に日本を訪れた外国人旅行者数は 836
万人、2013 年に 1,000 万人を超え、2018 年には 3,119 万人にまで増加した。観光庁は、訪日外
国人旅行者数を 2020 年までに 4,000 万人、2030 年には 6,000 万人にするという目標を掲げてお
り、2018 年現在順調に増加を続けているといえよう。一方、訪日外国人旅行者の消費額も増
加しており、2012 年に 1.8 兆円であったが、2018 年には 4.5 兆円にまで増加した。単純に消費
額を旅行者数で除してみると、2012 年の旅行者 1 人当たりの消費額は、約 215,000 円であった



































げられるようになった。2008 年 10 月に国土交通省に観光庁（Japan Tourism Agency： JTA）
が設立され、2010 年に政府が打ち出した「新成長戦略」に基づく観光戦略が実施されている。
海外での訪日客誘致活動については、世界 13 カ所に事務所を持つ、日本政府観光局（Japan 
National Tourism Organization： JNTO、独立行政法人国際観光振興機構）が中心となって活
動を行っている 13。
　観光庁は、観光政策をつくる企画・立案について役割を担っている。2003 年に政府が打ち




　2016 年 3 月に「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」は、「明日の日本を支える観光
ビジョン」をまとめ、「観光は真に我が国の成長戦略と地方創生の柱である」との認識の下、
我が国が世界に誇る自然・文化・気候・食という観光振興に必要な 4 つの条件を活用すること




13 　JNTO は、1964 年に設立され、主に訪日外国人旅行者の誘客活動を行う公的専門機関であり、現在は
独立行政法人として活動している。







と述べた。そして、2017 年 4 月から 5 月に「観光戦略実行推進タスクフォース」を開催し、魅
力ある公的施設の公開・開放など「観光資源の保存と活用のレベルアップ」、歴史や文化だけ
にとどまらない新たな観光資源の開拓による「楽しい国　日本の実現」、訪日プロモーション
における国別戦略の徹底など「JNTO の大胆な改革」の 3 つのテーマについて、有識者へのヒ
アリングを踏まえ、既成概念にとらわれない政策を打ち出した。また、全国各地に残る古民家
等の歴史的資源を再生・活用し、それを核として観光まちづくりを進める取り組みを全国へ広


















　政府は 2014 年 12 月 27 日に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」、さらに翌年 6 月 30 日には、「まち・ひと・しごと創生基本方針」を閣
15 　2016 年の訪日外国人旅行者数は約 2400 万人、消費額は 3.7 兆円と推計された。

































































19 　「くまもと情報発信プロジェクト（仮）ワークショップ・意見交換会」。2019 年 9 月 4 日にキリンビー
ル（株）熊本支店会議室にて開催された。
20 　総務省 （2009） 地域おこし協力隊推進要綱第 1「趣旨」総務省。










　ここで「平成 29 年度地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果」23 をみてみる。調査
対象となった 2,230 人の隊員のうち、1,075 人が同一市町村内に定住しており、近隣市町村に定
住した隊員をあわせると約 65% の隊員が何らかの形で活動地または周辺地域に定住している
ことが明らかとなった 24。定住した隊員のうち、起業した隊員でツーリズムと関連のある事業
（飲食サービス業、宿泊業、観光・移住交流業）を起業したものが 98 名と約 48%、さらに就業















22 　総務省　(2009) 「地域協力活動の例」 『地域おこし協力隊推進要綱』。
23 　平成 29 年 3 月 31 日までに任期終了した地域おこし協力隊の定住状況について調査したもので、546
団体における平成 29 年 3 月 31 日までに任期を終了した隊員の累計は 2,230 人である（総務省 2017）。












織がその役割を担っていくとする施策である。2017 年に登録がスタートした日本版 DMO は、
当初国内に 100 の DMO 組織をつくることを目標として掲げた。2019 年 8 月 7 日現在、広域連
携 DMO10 件、地域連携 DMO69 件、地域 DMO57 件の計 136 件が登録され、さらに 116 の候
補法人が登録審査を待っているところである 25。ところで、登録 DMO および候補法人は、果























存、3. 人手不足、4. 資金調達について述べている（矢ヶ崎 2017 207-210 頁）。一方、鈴木勝は
「一国偏重を避け、多様なマーケットにアプローチを」をすること、また、「ツーウェイ・ツー
リズム（双方向的な交流）」を目指すことを挙げている（鈴木 2011 228-234 頁）。さらに鈴木
茂は、サステイナブル・ツーリズム（持続可能なツーリズム）とそのための地域づくりの必要




















26 　Report of the World Commission on Environment and Development: Our Common Future の「持続可能な開発」
の定義 “Humanity has the ability to make development sustainable to ensure that it meets the needs 
of the present without compromising the ability of future generation to meet their own needs.” を筆者
が和訳した。











29 　ニセコ町企画環境課統計調査係 （2018） 『ニセコ町統計資料～数字で見るニセコ』 ニセコ町 14 頁。
30 　ニセコ町役場企画課企画経営係 （2007） 『数字でみるニセコ 2006 年度末版』 ニセコ町 13 頁。
31 　JNTO, 2019 「訪日外客数（総数）」。
32 　同上。
33 　JNTO, 2019 「訪日外客数（総数）」。
人らが先駆的にこの地域に移り住み、積極的にオーストラリアからの旅行者誘致を行い、24
時間体制で旅行者のケアを行い、旅行者の満足度を高めたからであると述べた（鬼塚 2006）。
2017 年現在、ニセコ町だけでも約 22 万人の外国人旅行者が訪れている 29。しかし、それら外
国人旅行者がニセコへ訪れるようになった最も重要な要因として、そもそもニセコは日本人ス
キーヤーにとっても人気のスキーリゾートで、外国人旅行者が急増する以前の 1991 年時点で、















いる。2018 年の韓国から日本への旅行者数は、約 754 万人であった 31。これは、中国の 838 万
人に次いで 2 番目に多い旅行者数であり、これら 2 つの国からの旅行者数だけで 2018 年の訪
日外国人旅行者数の約半数を占めている 32。2019 年も 1 月から 7 月までに 442 万人の旅行者が
韓国から訪れていた 33。しかし、8 月の韓国からの訪日客数は、前年比 48%、訪日旅行者全体
― 399 ―
木　下　俊　和




加えて、2019 年はラグビーのワールドカップが日本の 12 都市で分散して開催され欧米・豪の











































方創生は地球規模の開発指針である「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals： 
SDGs）」と関連づけられるようになっており、SDGs にはツーリズムと直接的・間接的に関
連している目標が含まれている。UNWTO もまた持続可能なツーリズム開発（Sustainable 
Development of Tourism）という概念を提示している。政府は、日本の SDGs の取組につい
て、諸外国でも適用可能な日本の取り組みという方針を打ち出している。そうした視点から
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Tourism Promotion and Regional 
Revitalization in Japan
－ Issues in Tourism Promotion －
Toshikazu KINOSHITA
Abstract
  World tourism is expanding year by year. Tourism has economic effects such as “foreign 
currency acquisition”, “employment creation”, “income generation”, “tax revenue”, and 
“investment induction”, and the economic effects spread to other industry. It is also expected 
to be an effective solution to “population decline” and “economic disparity between urban 
and rural areas” which are issues in Japan’s regional revitalization policy.
  The tourism industry in Japan has been shifting from operator-driven tourism, which is 
called mass tourism, to community-based tourism, in which the region conducts its own 
marketing and management activities. In addition, inbound tourism targeting foreign tourists 
visiting Japan is attracting attention. The government also expects the economic effect of 
tourism, and states that it is an important industry in its basic policy on regional revitalization 
formulated in 2014.
  In tourism promotion, it is necessary to create attractive tourist destinations that attract 
more tourists. We must increase the added value of tourism resources, create tourism 
products, inform tourists, and encourage them to visit. To that end, the introduction of 
marketing and management concepts in tourism is an important factor. For that purpose, 
professional human resources for performing necessary activities are required, but such 
human resources are currently scarce. In order to secure such human resources, the 
“Regional Revitalization Cooperation Volunteers“ and the “Japan DMO” system are being 
implemented. However, it is important not only to seek human resources outside the region, 
but also to develop human resources within the region.
  Also, as attention is focused on inbound tourism, it is not necessary for all regions to target 
foreign visitors to Japan, and tourism should be promoted according to local situations.
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